
国産木材の需要拡大に向けた
各都道府県の取組事例集
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全国知事会 国産木材活用プロジェクトチーム
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※ 「項目番号」は、『国産木材需要拡大宣言』と対応

目次

都道府県名
項目
番号

取組事例 ページ

北海道 5・6 道産木材の利用拡大に向けた取組 6

青森県
1・6・
7・9

県産材の利用拡大に向けた取組 7

岩手県
4・5
6・7

官民一体となった県産木材利用促進
に向けた取組

8

宮城県 ５・8 県産材の利用促進に向けた取組 9

秋田県 6・9
建県・プレカット工場等・工務店が連
携した国産木材の利用促進

10

山形県 7
非住宅施設における県産木材の利用
拡大への取組

11

福島県 7・8 県産木材の利用拡大に向けた取組 12

茨城県 6
地域材を活用した展示効果の高い建
築物への支援

13

都道府県名
項目
番号

取組事例 ページ

栃木県

3・6・
7・
10

“とちぎのいい木”非住宅建築物ウッド
チェンジ事業

14

群馬県

５ 木育への取組 15

６
ぐんま中大規模木造建築マイスターの
養成

16

６ 群馬県産２×４材の販路拡大 17

埼玉県

1・2・
4・5・
9

県産木材の利用の促進に関する施策
の総合的な推進

18

７
森林の循環利用の推進 ～公共建
築物における木材利用の推進～

19

千葉県 5 県産木材の利用促進に向けた取組 20
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※ 「項目番号」は、『国産木材需要拡大宣言』と対応

都道府県名
項目
番号

取組事例 ページ

東京都

6
民間事業者による国産木材の利用
促進に向けた取組

21

9 効率的なサプライチェーンの構築 22

10 花粉発生源対策の推進 23

神奈川県 5
県産木材の活用に係る教育活動・広
報活動の実施

24

新潟県 ９ 集成材による県産材の需要拡大 25

富山県 6
民間事業者による県産材の利用促
進

26

石川県

６
石川県産材の利用促進に向けた取
組

27

9
石川県産材の安定供給体制に向け
た取組

28

福井県 5 木づかい運動の推進 29

都道府県名
項目
番号

取組事例 ページ

山梨県

1・6・
7・8・
9

県産材の利用促進に向けた取り組み 30

長野県

4
市町村における国産木材の利用拡大
に向けた取組

31

8
県産材の活用を拡げる新たな製品開
発・普及に向けた取組

32

岐阜県
6・7・
8

非住宅建築物の木造化・木質化の
促進

33

静岡県 6
民間建築物における県産材の需要拡
大

34

愛知県 7
学生による木造建築設計コンペティ
ションの実施

35

三重県 6・7 三重県産材利用拡大に向けた取組 36

滋賀県 5・7
びわ湖材の利用促進 ～木造建築
設計推進事業～

37

目次
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※ 「項目番号」は、『国産木材需要拡大宣言』と対応

都道府県名
項目
番号

取組事例 ページ

京都府

5
「未来につなぐ京の木府民会議」によ
る木材利用に係る気運の醸成

38

6
民間建築物での府内産木材の利用
拡大

39

大阪府 6
民間施設における木質空間整備事
業

40

兵庫県

4・7
公共施設・民間非住宅建築物への
県産木材の利用促進

41

５
県産木材の認知度向上に向けた取
組

42

奈良県 1・６
建築物の県産材利用促進に向けた取り
組み

43

和歌山県 1・4
公共建築物や公共土木工事における
木材利用の推進に向けた取組

44

鳥取県

１
鳥取県内の公共建築物の整備におけ
る県産材活用の事例

45

5・6
民間施設の木造化・内外装木質化
や「とっとり木のおもちゃ」の貸出による
県産材の利用推進

46

都道府県名
項目
番号

取組事例 ページ

島根県 9
木造建築物への県産木材利用促進
に対する支援

47

岡山県
3・4・
7

非住宅建築物や民間建築物での県
産材の利用促進

48

広島県 7
住宅分野以外の建築物における県産
材利用の促進

49

山口県
6・7・
9

県産木材の需要拡大に向けた取組 50

徳島県 5 県民総ぐるみの木づかい運動の展開 51

香川県 6・7
非住宅建築への県産木材利用促進
の取組み

52

愛媛県 6・7
民間事業者等によるＣＬＴ等県産
材の利用促進に向けた取組み

53

目次
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※ 「項目番号」は、『国産木材需要拡大宣言』と対応

都道府県名
項目
番号

取組事例 ページ

高知県 6
県産材を活用した非住宅木造建築
物の推進

54

福岡県
6・7・
9

県産木材の利用拡大に向けた取組 55

佐賀県 6・7
非住宅建築物における県産木材の利
用拡大

56

長崎県 6・7
非住宅建築物における木材の需要拡
大

57

熊本県 6
脱炭素社会への貢献を『見える化』す
ることによる民間建築物での木材利用
の促進

58

大分県 6・7
非住宅建築物における地域材利用の
促進

59

宮崎県 5 木づかい運動の推進 60

鹿児島県 6・7 かごしま材の利用拡大に向けた取組 61

沖縄県 5・９ おきなわ木づかい推進事業 62

目次
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北海道宣言項目：５・６

6

HWブランドを活用した道産木材製品のPR

＜ポイント＞

Â 道産木材製品を「HOKKAIDO WOOD」としてブランド化し、ロゴマークを活用したプロモーション活動を展開

Â 非住宅建築物や住宅の木造化・木質化の促進による道産木材の利用拡大

＜今後の展開＞

Â 企業等と連携した「HOKKAIDO WOOD」ブランド力の強化や非住宅建築物などの木造化・木質化の促進に
より、道産木材の更なる需要創出を図る。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

HWブランドを活用した建築物の木造化・木質化の促進

◇ブランドイメージを伝えるロゴマークの作成<R元～>
・道産木材製品の販路拡大に向け 
「HOKKAIDO WOOD」としてブランド化し、

  ロゴマークやキャッチフレーズ「木の質は、森の質。」
を作成し、道産木材製品を普及PR

◇企業等と連携した普及PR
・ 企業・団体等が参画する協議会を設置し、ブランド
イメージに基づく取組を実施
・ HWの取組に賛同する小売店や住宅メーカーなど幅
広い業種に働きかけ、企業と連携した普及PRを実施

◇非住宅建築物における取組<R3～>
・ 道産木材を活用した施設を「HOKKAIDO 

WOOD BUILDING（略称:HWB）」として登録
（R8.3現在 129 施設）
・ 登録したHWBのうち、モデル的な建築物を
表彰<R7～>
・ モデル的な民間施設の整備へ補助

◇住宅における取組<R7～>
・ 道産木材を活用した住宅を「HOKKAIDO 

WOOD HOUSE（略称:HWH）」として認定
・ 認定証の掲示や建設時のHW足場幕の設置
によるPR
・ 道産木材を活用した住宅の建設費へ補助、
金融機関と連携した住宅ローンの金利優遇

〔展示会への出展〕 〔ふるさと納税返礼品〕〔イベントや施設でのPR〕

〔ロゴマークと
キャッチフレーズ〕

〔都市部における4F建て木造建築物〕

〔HWB表彰施設〕

〔HWH認定住宅〕

道産木材の利用拡大に向けた取組
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県産材の利用拡大に向けた取組

青森県宣言項目：１・６・７・９

7

① 民間建築物
 県産材調達ルートを確保し、県産材を使いこなす設計・施工技術を持つ建築事業者を育成するため、
県産材を活用した建築物に対して、利用量に応じて定額で助成。
（助成金額：上限５０万円／棟、１事業者１５０万円 R ７実績：５１者１２０棟）

「A-wood」需要拡大総合対策事業

② 公共建築物
＜「A- wood」利用宣言＞

 木材の地産地消を推進し、地域経済の活性化と森林資源の循環利用を実現するため、民間・公共
施設における県産材の利用と官民一体となった森づくりに県全体で取り組む機運を高めるため、
県による「A- wood」利用宣言を実施。

＜「青い森県産材利用推進会議」を設置＞
 知事をトップとし、毎年度、県産材の利用目標や前年度の利用実績を取りまとめ、利用推進に向けた

  課題を検証しながら、県が整備する建築物について原則木造化と内装等の木質化を目指す。

＜ポイント＞

Â 県内で生産・加工し、利用されるオール青森の木材を「A- wood」と名付け、工務店等に対する民間建築物へ
の利用量に応じた助成や、県有施設の木造化・木質化等を進める宣言をするなど、総合的な対策を実施。

＜今後の展開＞

Â 「A- wood」の知名度を高め、民間建築物での利用を拡大していくとともに、公共建築物での利用を促進する
ため、県産材の調達や設計・施工に対するサポート体制を整備。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。
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③ 供給体制の整備
 「A- wood」の供給に対する支援を強化するため、県産材の取扱量が５０％を超える製材事業者等が整備
する設備や機械の導入に係る経費を助成。
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官民一体となった県産木材利用促進に向けた取組

岩手県宣言項目：４・５・６・７

8

住宅・商業施設等における県産木材の利用促進

＜ポイント＞

Â 県民や企業、行政等が「木に触れる」「木を知る」「木を使う」「木を伝える」という４つの視点で、できることから
行動する「いわて木づかい運動」を展開

＜今後の展開＞

Â 関係団体と協働し、広く県民に県産木材への関心と理解を深めていただく取組を推進

Â 平成以降最大規模となった大船渡市・大槌町林野火災の被災木等利用に関する情報発信

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

大船渡市林野火災に関連する木材利用の促進 木を伝える木を使う木にふれる 木を知る

ḱ ḱ ︡

ḱּך ךּפּ ṕ Ṗ

ḱMOCTIONṕ Ṗ

ḱWOOD COLLECTION2026ṕ Ṗ

ךּ ךּפּ

MOCTION WOOD COLLECTION2026

ḱ ︡ ḱ ṇ

ḱ ︡ ḱ

ḱ

ḱ ṇ ṡּך Ṣ ︡

︡

ṇ ṡּך Ṣ
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県産材の利用促進に向けた取組

宮城県宣言項目：５・８

9

＜ポイント＞
Â 県内の産学官が連携し、CLT及びみやぎ新建材（超厚合板・ＤＬＴ）等、県産材の需要拡大を促進する。木材
供給から建築までを県内事業者が担う「オールみやぎ」による推進体制で関連する産業振興を目指す。

Â 県産広葉樹の利用拡大を推進するため、認知度向上や消費拡大に向けた広報活動等を実施。

＜今後の展開＞

Â CLT及びみやぎ新建材等の活用による非住宅分野等での木造建築事例の拡大

Â 県産広葉樹の付加価値向上によるビジネスモデルの構築

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

▬ⱬfi♩≢╖╛⅞ ─

宮城県ＣＬＴ等普及推進協議会の概要 県産広葉樹のプロモーション

これまで利用が低位であった県産広葉樹の利用拡大を推進するため、
一般消費者をターゲットとした認知度向上や消費拡大に向けた広報活
動等を実施

ÂWEBメディア（SNS等）・デジタルパンフレットによる情報発信
Â大型商業施設と連携した講義及びワークショップの実施
「WEB」＋「体験」で「認知獲得」と「魅力発信」の両立を目指す

♦☺♃ꜟⱤfiⱨ꜠♇♩
₈ ∫≡ ⇔╗⁸ ─№╢ ╠⇔⁹
╖╛⅞─ ⁹₉

≤ ⇔√꞉כ◒◦ꜛ♇ⱪ
╩ כ♄ꜟⱱכ◐√⇔

≠ↄ╡

╩ ⇔√ ─

県内の産学官が連携し、 CLT及びみやぎ新建材（超厚合板・ＤＬＴ）
等の県産材の需要拡大を促進する。木材供給から建築までを県内
事業者が担う「オールみやぎ」による推進体制で関連する産業振興
を目指す。
Â設 立 平成28年2月2日 設立時79会員
Â会員数 １4８（令和8年3月末）
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県・プレカット工場等・工務店が連携した国産木材の利用促進

秋田県宣言項目：６・９

10

あきた材サポーターによる国産木材利用の拡大

＜ポイント＞

Â 国産木材の利用促進に取り組む「あきた材サポーター（プレカット工場等）・パートナー（県外工務店）」を登録

Â あきた材パートナーに対し、国産木材活用と普及活動に対する補助を実施

＜今後の展開＞

Â あきた材サポーターとの連携強化により、国産木材を活用するあきた材パートナー（工務店）をさらに拡大

Â 国産木材の利用定着と利用量拡大に向けた内装材等の需要の掘り起こし

◇サポーターによる国産木材の販路拡大
サポーターとして登録されている木材関
係商社主催による首都圏商談会の開催

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

県外住宅支援事業費補助金

県とあきた材サポーターが連携し、あきた材取扱工務店（あ
きた材パートナー）を掘り起こし
パートナー登録数
9社（R3)⇒13社（R4 )⇒18社（R5）⇒26社（R6 ）⇒34社（R7 )

◇サポーターと県との連携強化
県とサポーターとの情報共有により、工
務店と国産木材を活用する製材工場を
マッチングし、製品出荷量の増加を促進

あきた材パートナーが一定量以上国産木材を利用し、木
材の活用に向けた普及活動を行った場合、工務店に対し
て補助金を支給

要件
・「構造材等で５㎥以上」もしくは「内装材等で10㎡以上」
・自社の営業所などで国産木材
をPR

脱炭素への取組のPR
補助を受けた工務店に対して、
国産木材の活用により固定され
た二酸化炭素量を認証書として
贈呈

首都圏商談会

表敬訪問 ＣＯ2固定量認証書
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非住宅施設における県産木材の利用拡大への取組

山形県宣言項目：７

11

建築物木材利用促進協定の締結

＜ポイント＞

Â （一社）山形県建築士会、山形県木材産業協同組合との建築物木材利用促進協定締結

Â 民間施設や中大規模木造施設の設計・施工に係る人材の育成

＜今後の展開＞

Â やまがた木造設計マイスターと建設会社のマッチングの仕組みを構築するなど、やまがた木造設計マイス
ターを中心とした中大規模建築物の木造化・木質化を推進

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

「やまがた木造設計マイスター」の認定

○令和５年３月２８日に（一社）山形県建築士会と山形県木材産業協同組合と協定を締結。

○協定の取組内容 

・木造建築物の設計・施工に係る技術者の育成

・県産木材製品の流通拡大、高品質な木材製材品の生産拡大

・設計・施工事業者に対する県産木材製品等の情報提供

◇木造建築物の設計・施工に係る人材育成等に関する木材利用促進協定

○やまがた木造設計マイスターの役割

・県産木材を活用した民間施設等の木造化や木質化の提案・相談

・県民への県産木材利用の普及・啓発

○令和７年度末認定者数 ７０名

◇県産木材を活用し、建築物の木造化及び木質化に対し設計能力を有する建築士を「やまが
た木造設計マイスター」に認定

＜やまがた木造設計マイスター養成講座＞

＜協定締結式＞

11



県産木材の利用拡大に向けた取組

福島県宣言項目：７・８

12

◇令和4年12月26日に福島県木材協同組合連合会と協定を締結

○協定の取組内容

・県産材の安定供給体制を促進するため、素材生産業者等を対象とし

たサプライチェーン構築の支援

◇令和7年8月19日に（公社）福島県建築士会と協定を締結

○協定の取組内容

・中大規模非住宅建築物等におい

て木造化及び木質化を促進していく

ための情報共有

・県産材等の利用促進に向けて、

川上、川中、川下の連携を重視した

県産材等の活用に取り組む木造建

築技術者の育成推進への協力

建築物木材利用促進協定の締結

◇木材製品需要拡大技術導入事業（プロジェクト提案募集）

○森林の環境の適正な保全と持続可能

な社会づくりを進めるため、県産材の需

要拡大に向けて、新たな木材利用に係る

新技術・新製品 の開発や、販路拡大に資

する実践的な取組を支援

○対象者

・民間団体、民間事業者（県内に拠点を置

もの）

○対象とする取組

・製品、技術開発

・販路拡大

○令和7年度支援件数 3件

＜ポイント＞

Â （公社）福島県建築士会、福島県木材協同組合連合会との建築物木材利用促進協定の締結

Â 新たな木材利用に係る新技術・新製品の開発や販路拡大に資する実践的な取組への支援

＜今後の展開＞

Â 安全・安心な県産材の安定的な供給体制の確立

Â 県産材の需要拡大に向けた取組への支援の継続

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

新技術・新製品の開発や販路拡大に資する取組への支援

協定締結式

支援により作成した木質新素材
断熱材

12



地域材を活用した展示効果の高い建築物への支援

13

◇事  業  名 いばらき木づかいチャレンジ事業

◇事業内容

 ■大規模・中高層建築物の木造化に対する補助
○事業主体   市町村及び民間施設を整備する法人
○補  助 率  １/２以内（上限50,000千円/施設）
○対 象  延床面積3,000㎡を超える大規模建築物の木造化また

は木造化する階数が（地階を除き）４以上の中高層建
築物の木造化に係る費用（木工事費等）

 
 ■民間施設の木造化・木質化に対する補助
 ○事業主体  民間施設を整備する法人

 ○補 助 率  １/２以内（上限10,000千円/施設）
 ○対 象   木造化・木質化に係る費用（木工事費等）

事業概要

＜ポイント＞

Â 「茨城県森林湖沼環境税」を活用し、木材利用のモデルとなる建築物の木造化・木質化などを支援。
Â このことにより、多くの県民等が身近に木と触れあう機会を創出し、県産木材の需要拡大を図る。

＜今後の展開＞

Â 本事業を活用するなどし、県産木材の利用と需要拡大を引き続き推進

Â 県産木材の新たな需要開拓につながる大規模・中高層建築物についても継続支援

活用事例

【大規模・中高層建築物の木造化】

【民間施設の木造化・木質化】

茨城県宣言項目：６

13



“とちぎのいい木”非住宅建築物ウッドチェンジ事業による新たな木材需要の創出

栃木県宣言項目： ３・６・７・１０

14

事業概要

＜ポイント＞

Â 県産材の活用が進んでいない非住宅分野における木造・木質化を支援し、新たな木材需要を創出

Â 木材の特性や利用意義に関する県民の理解の促進

＜今後の展開＞

Â 今後、大径材生産の増大を見据え、更なる県産木材の有効利用と需要拡大を推進

Â 2050年までにカーボンニュートラル（温室効果ガス排出実質ゼロ）を実現

【事業内容】
県内に建築する非住宅建築物において、従来、RC造やS
造で建築されていた建築物の木造化や木質化への支援

【事業主体】
建築主（民間事業体（個人及び法人））

【主な事業要件】
 木造化：構造材材積の80％以上に県産木材を使用
 木質化：内装及び外装のすべてに県産木材を使用

【補助金額】
木造化：35千円/㎡
木質化：20千円/㎡

【令和７年度実績】
木造化：20件
木質化：２件

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

活用事例

【木造化事例② 店舗（日光市）】

これまでＳ造であったコンビニエンスストア（標準型店舗）を木材コー
ディネーター（県木連）と連携し、オール県産木材となる”地産地消型”
木造店舗の実現！

⇒地域における模範となる非住宅建築物の木造・木質化を促進する
 ことで、 他の建築物への波及効果を期待

【木造化事例 店舗（宇都宮市）】

14



木育への取組

群馬県宣言項目：５

15

Â 木育インストラクターの養成・活動支援

＜ポイント＞

Â 群馬県木育インストラクターの養成・木育インストラクターの活動を支援

Â 市町村の「木育」活動の取組を支援

＜今後の展開＞

Â 市町村に対して、ウッドスタートへの参加を呼びかけ。または「木育」活動に取り組むよう働きかけ。

Â 群馬県木育インストラクターの「木育」活動開催を支援し、木育を推進する。

・木育インストラクター養成講座を開催し、木育インストラクターの役割、

木育プログラム体験、木育プログラムの企画等について講義した。

・入門講座と実践的な内容を盛り込んだフォローアップ講座を実施した。

・受講者には木育インストラクター認定証（認定NPO法人芸術と遊び創
造協会発行）を発行。
・木育インストラクターが活躍する場として、木育活動の開催を支援。
・木育インストラクター等が実施する木育活動に係る経費を支援。

・群馬県は都道府県としては3番目となるウッドスタート宣言を行った。

また、県内５市町村もウッドスタート宣言を行い、地域材を使用した

独自の記念品を配布している。

・さらに、 ５市町で独自の取組として地域材を使用した誕生記念品の
配布を行っている。今後も継続してウッドスタート宣言の実施を呼び
かける。
・市町村の行う木育活動に協力。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

Â 市町村の「木育」活動への取組
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ぐんま中大規模木造建築マイスターの養成

16

ぐんま中大規模木造建築マイスターフォローアップ研修

＜ポイント＞
Â 中大規模非住宅木造建築物の担い手となる建築士の知識と技術の向上（ぐんま中大規模木造建築マイス
ターフォローアップ研修）

Â 将来の木造建築設計を担う人材の育成（ぐんま木造建築未来マイスター養成講座）

＜今後の展開＞

Â ぐんま中大規模木造建築マイスターとして、登録者をホームページで公表。研修を継続実施。

Â 中大規模木造建築に対しての支援策について登録者へ情報提供。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

ぐんま木造建築未来マイスター養成講座 

【フォローアップ研修の内容】
・非住宅木造建築の企画、計画時の留意点の学び
・実際の伐採現場の見学
・木造の製材工場見学と製材工程確認
・研修日数１日間

【ぐんま中大規模木造建築マイスターの役割】
・県産木材を活用した非住宅分野の建築物の木造化や木質化の提案
・県民への県産木材利用の普及・啓発

建築に興味があ
る」、「建築士にな
りたい」という高校
生・大学生を対象
とした木造建築講
座を開催

 非住宅建築物の木造化・木質化の需要が高まっていることから、
木造建築に携わる建築士の育成や確保、技術の向上が求められている。

将来の木造建築
設計を担う、建築
に興味をもつ若
者の育成

 群馬県では、これまで実施してきた「ぐんま中大規模木造建築マイス
ター養成講座」を通して非住宅建築物の木造化等に求められる知識と技
術を備えた建築士「ぐんま中大規模木造建築マイスター」の登録者８０
名を対象に、技術及び知識工場のためのフォローアップ研修を実施して
いる。

宣言項目：６ 群馬県

16



Å 主要部材の多くを外材に頼る２×４工法において、部材の一部を県産木材を使用し
た２×４材に置き換えることで、県産木材の新規需要創出が図られた。

Å ２×４材の規格に合わせて造材するなど、需要者側のニーズに応じた原木を山元
から直送する仕組みを構築することができた。

Å 北米向けフェンス材として2×4、4×4規格の材を輸出開始。新たな需要が図られた。

群馬県産２×４材の販路拡大

群馬県宣言項目：６

17

群馬県産２×４材の取組

＜ポイント＞

Â 群馬県産２×４材の供給、使用に取り組む事業者が連携し、「群馬県産２×４材販路拡大グループ」を設立

Â 住宅や非住宅建築物に使用するとともに、北米向けフェンス材として２×４規格の材を輸出

＜今後の展開＞

Â JAS認証材の供給体制を強化するため、一次加工工場の設備導入、製材工場のJAS認証取得に対し支援。

Â 製材品の海外輸出量の増加に向けた取組に対して支援。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

【群馬県産２×４材使用事例】

県産２×４材を使用した大規模介護施設

WOODコレクションにおける展示

【展示会等でのＰＲ】
県産スギ・ヒノキの素材生産 製材

群馬県内

県内外のパネル工場

直送

2.4m造材を中心に、
2×4材の規格に合
わせて造材を実施

住宅・
非住宅

米国へフェンス材として輸出
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県産木材の利用の促進に関する施策の総合的な推進

埼玉県宣言項目：１・２・４・５・９

18

【基本理念】

¸森林資源の循環利用による森林の有する多面的機能の
持続的な発揮

¸県産木材の経済的価値を最大化させることによる林業及
び木材産業の持続的かつ健全な発展

¸県民が県産木材を積極的に利用することによる県民の豊
かな暮らしの実現

【役割等】

  県 ：①施策の総合的かつ計画的な推進

②市町村、事業者等との連携

市町村：県産木材の積極的な利用等

事業者：県産木材・製品の安定的な供給・品質の確保

県産木材の積極的な利用 等

県 民：県産木材を利用した製品の積極的な利用等

【施行期日】 令和８年４月１日

埼玉県県産木材利用促進条例の概要

＜ポイント＞

Â 令和7年5月開催の第75回全国植樹祭において、森林資源の活用や木材の利用拡大を図る「活樹」の理念を全国に発信

⇒「活樹」の理念の下、県産木材の利用の促進に関する施策を総合的に推進するため「埼玉県県産木材利用促進条例」を制定

＜今後の展開＞

Â 全県で「活樹」の取組が進むよう、必要な施策を企画立案し、財源の確保と施策の着実な推進に努めていく。

ǡ ǡ

ǡ↨ ǝ ǡ ȠȢȯɉǡ ⱱ

ǡ ǡ ⱱ

ǡ ǞƽǄǾ ǡ ȅ Ǌ

ǡ Ǧ╔ ╔ ǡ

ǫǡ ⱱ ȋȲȹȍȟº ǞǻǾ ⱱ

≥ ȅ ǌǾȍɂɜȱǡ

ǡ

施策と具体の取組例
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森林の循環利用の推進 ～公共建築物における木材利用の推進～

宣言項目：７

19

木造建築技術アドバイザーによる支援

＜ポイント＞

Â 市町村から、「木造建築に精通する人材が不足」、「県産木材に関する情報が不足」等の意見

⇒市町村等が取り組む木造公共施設整備を支援するため、木造建築技術アドバイザー制度の運営を実施

＜今後の展開＞

Â 「建築物木材利用促進協定」を周知するとともに、締結した民間事業者に対するアドバイザー派遣を実施する。

Â アドバイザー制度の周知を図るとともに、アドバイスの機会を密にするなど、取組を更に充実する。

埼

玉

県

木造建築技術アドバイザー

・アドバイザーによる木造建築技術支援

・木材情報収集・情報提供及び連携支援

・木造建築技術等に関する講習会の開催

・アドバイザーや木造公共建築物情報のメールマガジンを配信

⇒７年間で延べ５５市町村を支援

市

町

村

等

地
域
の
実
情
に
応
じ
た
公
共
建
築
物
の

木
造
化
・木
質
化
の
実
現

委託 支援

アドバイザー制度を利用して
整備された施設（小鹿野町庁舎）

埼玉県
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県産木材の利用促進に向けた取組

千葉県宣言項目：５

20

千葉県産木材製品カタログ

＜ポイント＞

Â 千葉県産木材を使用した木材製品を紹介するカタログを作成。

Â 千葉県木育推進方針を策定し、市町村や民間団体等が行う木育を一層促進する。

＜今後の展開＞

Â カタログを活用し、県産木材を入手しやすい環境づくりを行う。

Â 引き続き、千葉県木育推進方針に基づく活動を進める。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

木育の取組

ה ⁸ ⁸ ┘ ⌐╟╢
─ ╩ ╢√╘⁸ ◌♃꜡◓╩ ⁹

ה ⁸ ⁸ ⁸ ⁸∕─ ⌐כꜞ◗♥◌─ ⇔⁸
─ ╩ ⁹

ה ─HP⌐≡ ∆╢╒⅛⁸ ─ ▬ⱬfi♩ ≢ ⁹

▬ⱬfi♩─
ợ
─ ╩ ╘╢⅝∫⅛↑≠ↄ╡╛⁸ ⇔√ ─

▪►♩ⱪ♇♩─ ≤⇔≡ ▬ⱬfi♩╩ ⁹
ợ

∟┌─ ─⅔╙∟╚─
ợ

⌐ ╣╢ ╩ ↄ ⇔⁸ ה ⌐ ∆╢ ─
╩ ∆╢⁹

ợ
⅜ ℮ ⁸ ─ PR╛ ╩ ≤∆╢

⌐⅔╙∟╚╩ ⇔ ∆⁹
ợ

千葉県HP
↓

20



中・大規模建築物の木造木質化において、設計
費及び建築費を支援し、国産木材の利用を推進

【設計費への補助】

・補助対象経費の１／２以内

・補助金額上限５千万円

・実績（累計※）３件

【建築費への補助】

・木造木質化に係る経費の１／２以内

  又は建築工事費の15％以内

・補助金額上限５億円

・実績（累計※）４件

※令和８年５月現在

民間事業者による国産木材の利用促進に向けた取組

宣言項目：６

民間住宅への国産木材の利用促進

＜ポイント＞
Â 民間住宅の新築・リフォームにおける木材利用量に応じ、東京特産物等と交付換可能なポイントを交付
Â 中大規模建築物の木造木質化に要する設計費及び建築費へ支援、大臣認定取得費及びスプリンクラー設備等の
設置費を補助

＜今後の展開＞
Â 多摩産材の住宅の施主に対し、東京特産物等と交換可能なポイントを交付するなど、国産木材の利用を拡大
Â 設計費及び建築費への支援を通じ、中大規模建築物における木材利用を一層推進
Â 補助制度を活用した構造木質化事例の紹介等を通じて、木材利用促進に係る取組の普及啓発を推進

中大規模建築物への支援

・木材利用ポイント事業
  国産木材の使用量に応じて東京の特産物等 
  と交換できるポイントを交付

新築交付ポイント
β（）内は東京ゼロエミ住宅

リフォーム交付ポイント
β（）内CO2削減目的のリフォーム

最大60万（90万）ポイント 最大30万（45万）ポイント

多摩産材１立方㍍当たり
8万（12万）ポイント

多摩産材１平方㍍当たり
3千（4千5百）ポイント

国産木材１立方㍍当たり
1万（1万5千）ポイント

国産木材１平方㍍当たり
2千（3千）ポイント

【スプリンクラー設備等設置への補助】

補助対象 ：国産木材を使用して構造木質化を
 図るため、スプリンクラー設備等を
 設置することにより、内装制限の規
 定を適用しない建築物

補助対象経費：１／２以内（上限額2,625万円）

ṕ Ṗ Ḳ ṕ Ṗ
Ḳ ễ   

【大臣認定取得への補助】
補助対象 ：国産木材を使用して構造木質化 

 を図るために取得する防耐火構 
造に係る認定

補助対象経費：１／２以内

・中小住宅生産者の技術力向上支援

特産物イメージ

東京都

竹中育英会学生寮

©FUMITO SUZUKI

H1O芝公園

中層共同住宅（３～５階程度）の木造化を促進
するため、設計者・施工者側の技術力の向上に
資する勉強会を開催

中層共同住宅の海外の建設事例
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効率的なサプライチェーンの構築

東京都宣言項目：９

22

先進技術の導入による供給力の強化

＜ポイント＞

Â 先進技術の導入により、多摩産材の供給体制を強化

Â デジタル技術を活用した出材予測や需要情報等の需給情報を把握するシステムを構築

＜今後の展開＞

Â 先進技術の検証調査と並行し、機械購入への支援等により林業経営体への導入を図り、供給体制を強化

Â デジタル技術の活用に向けてシステムを運用

デジタル技術活用による需給情報システムの構築
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花粉発生源対策の推進

東京都宣言項目：１０

23

スギ・ヒノキ林の伐採及び花粉の少ないスギ等の植栽

＜ポイント＞

Â スギ・ヒノキ林の伐採（主伐）と、花粉の少ないスギ等の植栽により、花粉削減及び多摩産材を安定供給

Â 少花粉スギ等採種園の機能強化及び無花粉スギの生産事業化

＜今後の展開＞
Â 事業の継続により、森林循環を促進し、多摩産材を安定的に供給

Â 都内産少花粉スギ・ヒノキ苗の安定供給体制と無花粉スギ苗の生産体制を構築

採種園の機能強化及び無花粉スギの生産事業化

ₒ ₓ
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県産木材の活用に係る教育活動・広報活動の実施

宣言項目：５

24

「ともに生きる」木づかい連携事業

＜ポイント＞

Â 県内の障がい福祉施設と連携して製作したカスタネット等を配布

Â 県産木材の活用にかかる普及イベントを開催

＜今後の展開＞

Â 今後も継続展開していくことで事業効果を浸透させていく。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

かながわ木づかいフェアの開催

〇県内の障がい福祉施設と連携して県産木材を活用したカスタネット
等を製作する。
〇制作した製品は保育園や幼稚園等に配布するとともに、演奏してい
る様子をHPでPRすることを通じて、国産木材の魅力や木材利用の意
義に対する理解を深める。

〇積木などの遊戯や木材を使ったワークショップと公共団体が行う森
林施策の紹介などを複合的に展開し、県産木材をはじめとする国産材
についての認知度を向上させ県民の木材利用の促進を図る。

(カスタネット製作) (演奏状況)  (ワークショップ(箸製作))  (森林施策紹介)

神奈川県
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集成材による県産材の需要拡大

宣言項目：９

25

県産集成材工場の体制整備に向けた課題抽出

＜ポイント＞

Â 県産材の供給及び利用拡大を図るため、県産建築用材の生産体制強化に関する検討及び普及啓発を行い、
サプライチェーン構築を目指す。

＜今後の展開＞

Â 推進協議会と協働し、住宅分野における需要開拓や非住宅分野における需要創出に向けた課題整理等を行
うとともに、原木確保に向けた体制構築を進め、県産集成材工場の整備に向けて検討する。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

非住宅分野における木造建築の機運醸成

・県産集成材工場の整備に向け、県内製材業者、県内外のビルダー

や設計者、ゼネコン等で構成する推進協議会を新設

・推進協議会での検討（計２回）及び先進地視察（１回）を実施

ᵼ 県内ハウスメーカー・プレカット工場での需要開拓や、原木確保の

ための体制構築が必要

・県内での中大規模木造建築の普及に向け、非住宅分野における

  木造の設計事例やコスト削減の要点を紹介するセミナーを開催

ᵼ SDGｓ等の観点から中大規模木造建築が世界の潮流であり、日本で

  も黎明期から普及期へ

ᵼ 木造は店舗等において鉄骨造よりも経済的に有利

新潟県
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民間事業者による県産材の利用促進

宣言項目：６

26

¸29会員（民間事業者22、県関係７）
¸協議会アドバイザー

(株)モリアゲ長野 麻子氏
¸令和７年11月10日（月）開催

（１）協議会開催
①ウッド・チェンジに係る情報提供
②県の木材利用への取組みについて
③富山県内木造・木質化事例集の作成
④普及啓発リーフレットの作成

（２）現地視察
①パッシブタウン第４・５街区
 ・北陸初の中高層木造建築物
②北陸銀行魚津支店
・県内における内装木質化事例

「富山県ウッド・チェンジ協議会」の開催

【富山県内木造・木質化事例集】
県内では既に多くの木造施設や、
内装や外装が木質化された施設
があるにもかかわらず、今までそ
れらの施設をまとめた資料が無
かったことから、富山県内77施設
の木造・木質化事例集を作成。

【富山県内での木造建築の建て方】
県産材を利用する際に必要となる
情報を、耐火性、耐久性など、いく
つかに分けてリーフレットを作成す
ることとし、「富山県内での木造建
築の建て方」として公開。
（令和７年度は耐震編を作成）

＜ポイント＞

Â ｢県産材の利用促進に関する基本計画｣を改正し、対象を民間建築物を含む「建築物一般」に拡大

Â 民間建築物における木材利用を進めるため、官民連携による「富山県ウッド・チェンジ協議会」を設置

＜今後の展開＞
Â 民間事業者が木材利用にあたって抱く不安材料やネガティブイメージを少しでも和らげるため、富山県ウッ
ド・チェンジ協議会において解決方法を検討・取りまとめ、普及に取組む。
（R8年度は「富山県内での木造建築の建て方～コスト編～」を作成予定）

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

木材利用を進める事例集・リーフレットの作成

富山県
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石川県産材の利用促進に向けた取組

宣言項目：６

27

県産材を使用した住宅への助成

＜ポイント＞

Â 住宅、民間施設への助成を通じ県産材の利用を促進

Â 令和６年能登半島地震、奥能登豪雨（※１）からの住宅再建において、県産材の積極的な利用を促進

＜今後の展開＞

Â 引き続き、助成を通じた県産材利用を促進

Â 被災者の住宅再建を最後の一人まで支援

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

・ポイントを記載してください
・どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

県産材を使用した民間施設への助成

ü県産材を一定量使用した住宅及び木壁・ウッドデッキに対し、使用
量に応じた単価で助成

ü令和６年能登半島地震、奥能登豪雨（β１）の被災者（罹災証明書
で半壊以上）に対しては、助成単価を２倍に拡充するとともに、平
屋などの小規模な住宅が見込まれるため新たな助成区分を追加
する特例を措置

【助成単価】

ü木造、木質内外装を行う民間施設に対して助成

【補助率】
・県産材の材料費、工事費、設計費の１／２
・CLTなどの木質新部材を使用した場合は材料費の３／４

ṕ Ṗ

150 Ṍ300 2,000 3,000

300 Ṍ400 3,000 4,500

400 Ṍ500 4,000 6,000

500 5,000 7,500

2,000 3,000

ṕּך￼ פּ Ṗ Ḭ

Ḭ

【補助上限額】

（注）木塀・木柵は5千円/㎡、ウッドデッキは10千円/㎡を乗じた額

※１：令和6年9月21日からの低気圧と前線による大雨災害

石川県
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石川県産材の安定供給体制に向けた取組

宣言項目：９

28

石川県産材調達支援ワンストップ窓口の開設

＜ポイント＞

Â 震災復興をはじめとした建築物等を対象に、石川県産材の調達を支援する相談窓口を設置

＜今後の展開＞

Â 引き続き、ビルダー等の需要と製材工場等の供給をマッチングし、石川県産材の需要に対して製品を供給

Â 同時に、被災した林道の復旧や高性能林業機械の導入、担い手の確保策を通じて、県産材供給体制を強化

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

・ポイントを記載してください
・どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

üビルダー等からの石川県産材調達の相談（規格・在庫・納期等）に対し、
対応可能なプレカット・県内製材工場等の情報を提供

ü令和６年７月開設以降、令和８年４月末までに、県内外から問い合わせ実績２８件

ḚḘᶍ ᶱ
ᵶᵾᵣ

ḚḘᶍḥᴻḉ
ᶍ ᵫ ᵶᵣ

ḚḘᶍ ֩ ֪ᶱ
ᵶᵾᵣᶍᶆ ᵶᵾᵣ

石川県の県木アテ（左）と
その材である能登ヒバが使われた
能登のキリコ（右）

石川県
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木づかい運動の推進

宣言項目：５

29

木づかい機会の創出

＜ポイント＞ ふくいの木の利用を促進するため、みんなでつかおう「ふくいの木」促進条例を制定（H29.7月）

Â 県民が木に触れることができる体験会を開催するなど、木づかい機会を創出

Â 木材を身近に感じることができる体験型の大規模イベント「フクモクフェス」を開催

＜今後の展開＞

Â 木づかい機会の創出および県産材製品のPRを強化し、県民の木材利用を推進

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

フクモクフェスの開催

【建築士・大工、幼児教育を学ぶ大学生等と連携し、様々な活動を展開】

…小学校を対象に木を使う意義や仕事を伝える

…ショッピングセンター等で木づかい機会を提供

…幼稚園で木の玩具を使用した授業の開催

＜木づかい塾＞ ＜木づかい体験会＞

【場所】大規模会場【開催】毎年夏～秋に1回（土日）

【内容】○木とふれあい、遊び、体験ができる「木のおもちゃ博エリア」  

＜令和７年度開催の様子＞

○工務店や企業の出展などの「ふくいの木の住まい博エリア」   

を開設し、大人も子供も楽しめるイベント

木 づ か い 塾

木づかいキャラバン

木づかい体験会

福井県

29



30

＜ポイント＞
Â 県産材のサプライチェーンの強化による県産材の利用促進

Â Yamanashiウッド・チェンジ・ネットワークによる建築物の木造化促進

＜今後の展開＞

Â 県内の林業・木材産業の収益力向上に向けた戦略を策定し、効率的で付加価値を最大化する県産材のサプ
ライチェーンを構築

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください
取組内容

・山梨県県産木材利用促進条例 ・県産木材の利用の促進に関する基本方針

建築物の木造・木質化促進 県産材の需要拡大

CO2貯蔵建築物の認定

V

V ┴

V ֯ ̝

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

マーケット開拓

Âふるさと納税返礼品
Â木育用玩具、家具、木塀
Âアロマオイル、香水

県産材製品及び県産材を原料とする新素材
を活用した製品の開発、販促活動への支援

宣言項目：１・６・７・８・９

やまなしの木の建築の推進

 県産材を使用した住宅や店
舗等の非住宅建築物の取得
に対して、県産材の使用量
に応じて支援

【補助額】
県産材使用量／使用割合 一戸当補助額

    10m3  ／50％以上   40万円/戸
  7.5m3／40 ％以上     30万円/戸
 5m3    ／30％以上     20万円/戸  

木造設計技術者の育成

県産材を使用した非住宅建築物を対象に、CO2

の貯蔵効果や地域産業への貢献度を総合的に
評価し、県産材利用のモデルになる建築物とし
て認定

建築主が取り組む環境貢献や地域貢献を証明
企業価値や社会的評価の向上

  

県から認定証を交付

山梨県

県産材の利用促進に向けた取り組み（山梨県）
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市町村における国産木材の利用拡大に向けた取組

宣言項目：４

＜ポイント＞

Â 県産木材の販路拡大や加工事業者の連携体制の構築に向けて、信州ウッドコーディネーターを配置

Â 長野県内や大都市圏における県産木材の利用拡大と新製品開発への寄与

＜今後の展開＞

Â 市場ニーズの把握等を通じた大都市圏における営業力の強化

Â 県内の非住宅建築物において設計段階から設計や材料調達を支援を行い、木造・木質化の一層の推進

信州ウッドコーディネーター（Cood.）とは

市場ニーズの把握や木材のコーディネート、大型需要に対応する
木材加工事業者同士による水平連携等の構築を目的として、「信
州ウッドコーディネーター」を令和２年度より配置

◇ 信州ウッドコーディネーターの活動イメージ

令和７年度における主な成果

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください
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◇町営住宅への地域材等の活用
町が建設する町営住宅10棟で材料調達等を支
援。町産木材と県産木材の調達を支援したほか材
工分離発注の調整を支援

◇木製舗装駐車場（リゾート施設、市役所）の実現
リゾート施設で木製舗装駐車場を実現。市役所
では、市を代表する樹種を使用するため木材加工
メーカーと調整し、製品ラインナップになかった樹
種で実現

◇学校再編における校舎の木造・木質化の推進
校舎の建替えにおいて、設計段階から設計や材
料調達の支援を行い、木造・木質化や県産材の利
用を推進

◇ 木工品展示販売イベントの開催
県内各地の木工家らが製作した県産材製品等
の展示販売会を企画・開催。家具や伝統工芸品、
木材を使用した造花や精油など県産材の魅力を
広く発信 【木工製品等の展示販売会】

【立科町町営住宅】

【伊那市木製舗装駐車場】

長野県
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県産材の活用を拡げる新たな製品開発・普及に向けた取組

宣言項目：８

32

ウッドチェンジ普及促進支援事業による製品開発や普及啓発の事例

＜ポイント＞

Â 県産材製品の需要拡大や魅力向上につながる製品開発を支援

Â 県産材による暮らしの中に木を取り入れることができる生活用品の「ウッドチェンジ」を普及・促進

＜今後の展開＞

Â 東京都との連携事業の「ウッドコレクション」への参加など、商談の場を提供

Â 信州ウッドコーディネーターと連携した展示販売会の場を提供

ה ╩ ⇔√ ╣─ ⅔╟┘ ≤─◖ꜝ
Ⱳ⌐╟╢
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長野県
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非住宅建築物の木造化・木質化の促進

宣言項目：６・７・８

33

○非住宅建築物への支援

＜ポイント＞

Â 民間事業者等に積極的に働きかけ、非住宅建築物の木造化・木質化の促進と支援

Â 建築士や市町村職員及び民間事業者に向けた非住宅建築物を促進する普及啓発と人材育成

＜今後の展開＞

Â 県産材利用促進条例に基づきPR効果の高い施設の木造化・木質化への優先支援

Â 非住宅建築物の建築情報の収集及び必要資材量等の把握と情報共有

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください
○普及啓発

・「ぎふ木造建築相談センター」を設置（Ｒ４）
木造化・木質化に関する相談・質問等に対してワンストップで対応する相談
センターを設置

・木材利用への理解の醸成を図るため、「岐阜県木の国・山の国県産材利用
促進条例」を施行（Ｒ５）

○人材育成

・「県産材利用促進表彰」を開催（Ｒ６）
優れた建築物等に携わり、県産材の利用促進に顕著な功績があると認め
られる事業者等を表彰

◇ぎふ県産材利用促進施設等整備事業
非住宅建築建築物の木造化や内装木質化等に対する支援制度
事業主体：市町村・学校法人・社会福祉法人・株式会社等
補助率：定額、1/2以内

◇木の香る快適な公共施設等整備事業
学校施設や福祉施設の木造化・内装木質化に支援制度
事業主体：市町村・学校法人・社会福祉法人等補助率：定額

白川町：ぎふ県産材利用促進施設等整備事業
（木造化）

大野町：木の香る快適な公共施設等整備事業
（木造化）

・「岐阜県木造建築マイスター」認定制度
非住宅分野の木造建築に携わる建築士の養成
認定者を対象として、知識のスキルアップを目的とした研修会を開催

・「炭素貯蔵量」の認定制度の創設（Ｒ５）
県産材を使用した非住宅建築物の炭素貯蔵量を、申請に基づき県が認定
しホームページで公表

岐阜県
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民間建築物における県産材の需要拡大

宣言項目：６

34

住んでよししずおか木の家推進事業費助成

＜ポイント＞

Â 環境意識の高まりを追い風に、企業と連携して店舗や事務所など非住宅建築物での県産材利用を促進

＜今後の展開＞

Â 住宅・非住宅建築物への支援を通じて、引き続き県産材及び県産森林認証材の需要を拡大

Â 建築物木材利用促進協定や官民連携の組織等を通じて、県産材利用に係る企業との連携を強化

県産のＪＡＳ製品や森林認証材を利用し、新築・増改築や木質化等を

行う施主に対して助成

○助成率 県産材や森林認証材の利用量に応じた額

○上限額※ 新築・増改築：住宅40万円/棟、非住宅200万円/棟

リフォーム（住宅）： 18万円/棟

木質化（非住宅） ：128万円/棟 ※森林認証材加算額を含む
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ここの高さを変えないでください
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しずおか県産材利用促進協定の締結

写真左：第29回静岡県住まいの文化賞受賞住宅

助成事業を活用した住宅・非住宅建築物

令和８年３月に、県産材利用の趣旨に賛同した県内外の企業・団体

11者と「しずおか県産材利用促進協定」を締結。本協定を通じて、企業

等の県産材利用の取組を支援する。

※協定締結者（50音順）
(株)静岡伊勢丹、(株)静岡銀行、静岡県森林組合連合会、静鉄プロパティマネジメント(株)、
(株)清水銀行、住友林業(株)木材建材事業本部東京営業部、静清信用金庫、
(株)ノダ、浜松いわた信用金庫、マックスバリュ東海(株)、(株)三島ダイハツ

令和７年度協定締結式の様子

静岡県
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学生による木造建築設計コンペティションの実施

宣言項目：７

35

取組内容

＜ポイント＞

Â 建築を志す学生を対象に、木材に関心を持ち、将来的に木造・木質化に携わる人材となることを期待し、木
造建築設計コンペティション「AICHI WOODY AWARD 2025」を実施

＜今後の展開＞

Â より多くの学生が木材に関心を持つよう引き続き取り組むとともに、建築士等を対象とした木造建築に関する
講習の開催等により木造・木質化を担う技術者の育成を進め、公共・民間建築物での木材利用を進める

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

Å 「この街がもっと好きになる駅前建築物」を作品テーマに、

国内外で活躍する建築家の手塚由比氏（株式会社手塚

建築研究所 代表）を審査委員長に迎え実施

Å 入賞作品は木材普及啓発イベントで紹介するとともに、作

品集として取りまとめて現役建築士等に配布するなど、木

造建築の機運醸成にも活用

Å 全20作品の応募があり、うち8作品を入賞作品として選定

し、最終審査会において提案者からのプレゼンテーション

を踏まえて最優秀賞等を決定

Å 最終審査会では、手塚氏による講演や、業界の第一線で

活躍する審査委員と学生との交流会を併せて実施し、学

生が木造建築に取り組む機運をさらに高めた

最優秀賞作品募集案内

愛知県
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三重県産材利用拡大に向けた取組

宣言項目：６・７

36

＜ポイント＞
Â 事業者の自発的な木材利用の取組を応援することによる「木づかい」の気運の醸成
Â 公共建築物や民間商業施設などの非住宅建築物における県産材利用の拡大

＜今後の展開＞

Â 「木づかい」の気運を醸成し、日常生活で当たり前のように木材が使われる社会づくりを推進
Â 令和８年度以降も人材育成や設計・構造材調達への支援を実施し、非住宅建築物の木造・木質化を推進

木造非住宅建築物への支援

・木造・木質化の提案ができる建築関係事業者を育成するため、木造建
築設計セミナー（建築士向け、行政職員向け）を開催。
・非住宅建築物における更なる県産材の利用拡大を目指し、設計費や構
造材の調達費等の一部を補助する支援事業を実施。

■建築士対象講座（H30～）
受講者累計 40名

■行政職員対象講座（R2～）
受講者累計 47名

■木造非住宅設計支援事業（R5～）
【対 象】非住宅建築物の設計業務発注者（国及び県・市町を除く）

 【対象経費】木造の非住宅建築物の設計費
 【交付者数】R5：1者、R6：2者、R7：5者

■みえの木づかい×ゼロカーボン推進事業（R7～）
【対 象】非住宅建築物の工事発注者（国及び県・市町を除く）

 【対象経費】県産材構造用製材の調達経費、木材コーディネート経費
 【交付者数】R7：1者

三重県「木づかい宣言」事業者登録制度の運用

県産材を積極的かつ計画的に使用していくことを宣言した事業者を「木
づかい宣言」事業者として登録し、県ＨＰ等で取組内容をＰＲ。
県と事業者が連携して木づかいの取組を発信することで、三重県全体
に木づかいの運動を広める。

■登録事業者数 ６２事業者（令和７年度末時点）

民間施設の木造化を支援

三重県
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びわ湖材の利用促進 ～ 木造建築設計推進事業 ～

宣言項目：５・７

37

Å 中大規模木造建築の設計手法、木構造・防耐火・耐久性等の専門
知識、びわ湖材の特性や流通状況等についてのセミナーを実施し、
びわ湖材の利用に精通した建築士等を育成

木造建築セミナーの実施

Å 令和７年８月、県立森林公園内に木育拠点施設をオープン
Å 木とふれあうことにより自然とのつながりを学び、豊かな心を育む
「しが木育」を推進

Å 滋賀県の木工家がびわ湖材で製作したおもちゃや遊具をそろえ、県
内外に滋賀の木製品の魅力を発信

＜ポイント＞

Â 中大規模木造建築（非住宅建築物）の設計知識と県産材の特性や流通状況を熟知した建築士等の育成

Â 木育を発信する木育拠点施設「しがモック」の整備

＜今後の展開＞

Â 今後も木造建築セミナーを実施し、びわ湖材の利用に精通した建築士等を育成

Â 木育拠点施設を活用して県内各地に木育を発信

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

木育拠点施設「しがモック」の整備

【令和７年度セミナー実施状況（現地視察）】 【木育拠点施設「しがモック」】

滋賀県
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「未来につなぐ京の木府民会議」による木材利用に係る気運の醸成

宣言項目：５

38

１   目 的
 府、市町村、森林資源関連事業者、府民等が府内産木材の
利用等及びその促進に関する相互の意見交換により、木材
利用に係る気運を醸成し利用等の促進を図る。

２   会 員

府、市町村、森林資源関連事業者、府民等（森林所有者、通
信機関、金融機関、観光業者、教育機関など）131者

３  設置年月日

令和4年12月8日（木）

４   内 容

毎年度、会員が一堂に会する全体会を開催し、意見交換や
会員相互の交流を深めるとともに、木材利用促進をテーマとし
た講演やワークショップなどを実施。
府民を対象とした関連イベントの開催やHP等からの情報発
信を行う。

組織の概要

◇府民会議全体会（令和８年１月19日（月）：京都市）来場136名
 第１部：講演会
 ・講演会

 VUILD株式会社
 テーマ：「森から生まれる建築表現

～木が紡ぐクリエイティブ～」

 第２部：交流会（参加者76名）
 ・ワークショップ形式による意見交換
 テーマ：「“豊かな森”と“豊かな建築/ものづくり”

の両方を実現する構想」

 関連イベント
 Woodyコンテストの表彰式を開催
※ Woodyコンテスト：府が主催する木造住宅・木製家具デザインコンペ

◇木材利用PRイベント
商業施設等で林業・木材利用に関する展示や木
工体験、ワークショップ等を開催

＜ポイント＞

Â 令和４年に施行した「京都府府内産木材の利用等の促進に関する条例」に基づき、府民会議を設置し、木材
利用に係る気運の醸成を図っている。

＜今後の展開＞

Â 活動内容の充実させ、会員企業の相互交流による木材利用の取組や府民等への木材利用に係る気運醸成
を推進する。

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

・ポイントを記載してください
・どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

令和７年度の主な活動実績

旅館の什器

木造の幼稚園施設

京都府
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民間建築物での府内産木材の利用拡大

宣言項目：６

39

◇住宅タイプ
住宅に対して、府内産木材の使用量に応じた支援（25千円/㎥以内）

【令和８年度予算額】 40,000千円
【平成28～令和７年度実績】 1,930件

 ※前身事業（H28～R２）含む

◇非住宅タイプ
民間の非住宅建築物に対して、
府内産木材の購入費の30％以内を支援

【令和８年度予算額】 30,000千円
【平成28～令和７年度実績】 92件 ※前身事業（H28～R２）含む

※サプライチェーンによる木材調達等に対して加算措置を設定

ひろがる京の木整備事業（建物型）

◇導入支援タイプ
 府民が利用する民間施設での府内産木材を使用した木製品の導入に
対して、木製品の購入及び設置に係る費用の1/2以内を支援

【令和８年度予算額】 40,000千円
【平成29～令和７年度実績】 286件

※前身事業（H28～R２）含む

◇開発支援タイプ
【事業内容】

 府内産木材を使用した木製品等の開発
 に係る費用の一部を支援（定額上限1,000千円）

【令和３～５年度実績】 19件

＜ポイント＞

Â 京都府では、 「豊かな森を育てる府民税」を活用し、住宅や商業施設等の木造化・木質化、木製品の導入、
さらには、木製品等の開発を支援することで、民間建築物での府内産木材の利用拡大を推進

＜今後の展開＞

Â 事業の申請手続きの簡素化や募集期間の見直しなど、より多くの方に府内産木材を利用してもらえるよう支
援を拡充するとともに、府内産木材の更なるPRや新たな需要拡大を図る

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

・ポイントを記載してください
・どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

ひろがる京の木整備事業（木製品型）

府民が利用する施設への木製品
の導入を支援

住宅・民間施設等の木造・木質化を支援

京都府
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民間施設における木質空間整備事業

宣言項目：６

40

［対象施設］  大阪府内の多くの府民の目に触れる施設で、利用者が特定の団体や契約会員等のみに限定 されない施設

［整備箇所数］令和５年度：１施設、令和６年度：１施設、令和７年度：２施設

［予算事業費］ 令和５年度～７年度：毎年３,０００万円

R7整備：MOKU MOKU彩都              R7整備：イオンモール四條畷                R6整備：江坂ひととき            R5整備：イズミヤショッピングセンター    
阪急阪神不動産株式会社               なわてmokumoku ひろば                    株式会社E- konzal                                   八尾

                                    イオンモール株式会社                                                                                    株式会社エイチ・ツー・オー
 商業開発

事業概要

＜ポイント＞

Â 不特定多数の人が利用する民間施設における大阪府産材を活用した木質空間整備を支援

Â 多くの府民が木材を見て触れ合う機会を創出して、民間施設での木材利用の機運を醸成

＜今後の展開＞

Â 引き続き、府内民間施設での木質空間整備の取組み支援を通じて、大阪府産材・国産材の利用促進を図る。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

大阪府
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＜今後の展開＞

Â 建築士セミナー等の実施による建築士の育成及び市町への技術的支援を引き続き実施し、公共施設・民間
非住宅建築物への県産木材の利用促進に取り組む。

①木造を推進する建築士養成セミナーの開催
対象者：県内の一級建築士【R7実績：15名修了】
概  要：6日間の講座をすべて受講した者に修了書を授与
内  容：木造の耐久設計と維持管理、設計事例とコスト、防耐

火、設計提案プレゼン等

②県建築士会及び県建築士事務所協会との協定に基づく人材育成
県建築物木材利用促進方針に基づく協定締結により、人材育成
に向けた研修会や意見交換会等を開催【R7実績：108名受講】

木造建築の設計提案ができる建築士の育成

①セミナー修了生が設計した木造建築物 ② R7非住宅木造建築研修会

市町の営繕部局に対する技術的支援

・兵庫県木材業協同組合連合会に木材利用相談にかかるワンストップ
窓口を設置し、市町が整備する施設の木造・木質化について相談に
対応【R7実績：29市町、延べ48回の相談対応】

・市町に木造・木質化アドバイザーを派遣するほか、製材工場見学等研
修会への参加を呼び掛けるなど、公共施設等の木造・木質化への手厚
いサポート体制を確保【R7実績：市町営繕課、工務店等14名参加】

神河町図書館の内装木質化 工場見学会への参加呼び掛け

兵庫県宣言項目：４・７

公共施設・民間非住宅建築物への県産木材の利用促進

＜ポイント＞

Â 公共施設や民間非住宅建築物の木造・木質化を促進するため、木造建築の設計提案ができる建築士を育
成するほか、市町の営繕部局に対する技術的支援を展開

兵庫県
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■ 「ひょうごの木」のブランディング
╕≢ ה ≤ ╦╡─⌂⅛∫√
כ♃כ◄ꜞ◒╛ ≤─ ⌐╟

╡⁸ ─ ╩ ╠╣╢Ⱪꜝfi♪◖
fi☿ⱪ♩ ┘ ╩

■異業種・異分野とのコラボによる商品開発
⁸כⱥכ◖× ×ⱦ⁸ꜟכ

×☻ⱳכ♠ ⁸ ≤ ≤─◖ꜝⱲ
⌐╟╢ ╛▬ⱬfi♩ ╩ ™⁸

─ √⌂ ╩ ה

県産木製品の販売等を通じて木の良さや木材利用の意義を広く県民
に伝える活動に意欲のある事業者を「ひょうご木製品マイスター（以下マ
イスター）」として県が登録し、マイスターの普及啓発活動をバックアップ
する。【登録事業者数：R8.3月末時点 60社】

■マイスターの普及啓発活動
 県内各種イベントで県産木製品の展示
販売や木工ワークショップを行うとともに、
消費者に木の良さや県産木材利用の意義
を伝え、身近な暮らしに「ひょうごの木」を
取り入れるきっかけを創出

■県の情報発信
ⱴ▬☻♃כ⅜ ⇔√ ─ ╛

ⱴ▬☻♃כ⅜ ∆╢▬ⱬfi♩─ ╩HP⁸
SNS≢ ⇔⁸ ─ ╩

県産木材の認知度向上に向けた取組

宣言項目：５

42

＜ポイント＞

Â 「ひょうご木製品マイスター」との協働による普及啓発活動
Â 様々な業種が参画したプラットフォームで、木材と異分野とのコラボによる商品開発やイベントを企画

＜今後の展開＞
Â ひょうご木製品マイスターとの協働、 ₈└╞℮↔─ ₉Creation Base─ⱪ꜡⸗כ◦ꜛfi ⌐ ⅎ⁸

─ ╛ ─ ─₈ ⅎ╢ ₉⌐ ╖⁸ ─↕╠⌂╢ ╩ ╢⁹

ひょうご木製品マイスターによる普及啓発活動 異業種とのコラボによる商品開発

イベントでの出展販売

└╞℮↔─ ₉Creation 
Base≢─Ⱶכ♥▫fi◓

「ひょうごの木」 ＨＰ

兵庫県
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建築物の県産材利用促進に向けた取り組み

宣言項目：１・６

43

公共建築物への県産材の利用推進

＜ポイント＞

Â公共建築物における県産材利用の推進

Â民間建築物への取組の展開により、住宅・非住宅分野での需要拡大を図る

＜今後の展開＞

Â ガイドラインに基づく、県有施設への県産材利用の推進

Â 市町村、民間事業者との連携による県産材需要の創出

◆県有施設等の公共建築物に県産材を活用し、県産材の良さについて
 理解を深める機会を創出。
４７施設を木造・木質化（H5- R6実績）

◆部局横断のプロジェクトチームによる、県有施設の木造・木質化
 ガイドラインの作成に向けた調整

民間建築物への利用促進

◆民間建築物の木造・木質化の支援
 ○住宅・非住宅建築物への助成制度拡充・予算増額
    外装材を助成対象にすることにより、県民の目に直接触れる機会
を増大させ、県民への普及効果を高めることにより、県産材利用を
促進

◆建築物木材利用促進協定の締結（令和８年３月９日）
 官民連携の取り組みとして、奈良県木材協同組合連合会及び
一般社団法人奈良県建築士会と
それぞれ協定を締結

 県支援 ：助成制度、人材育成、
情報提供、意見交換等

公共・民間の非住宅木造建築の推進を図るため、関係事業者等を対象に講座を実施し、知識習得と技術者育成を進めることで、県産材を
活用した非住宅木造建築の基盤強化を図る。

奈良県
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公共建築物や公共土木工事における木材利用の推進に向けた取組

宣言項目：１・４

44

○公共事業の木材利用マニュアルを策定
公共建築工事木材利用マニュアル
・原則、低層公共建築物は木造・木質化
・低層建築物以外も、積極的に木造化を推進
・構造材は原則として紀州材の無垢材

公共土木工事木材利用マニュアル
  ・土木工事で使用される木製工法を以下のとおり分類
（１）必ず木材を使用する工法
（２）条件に応じて原則木材を利用する工法
（３）特に限定した場所等において原則木材を利用する工法
※観光に資する道路など景観に配慮すべき箇所では

 原則、ガードレールや転落防止柵に木製を採用

○市町村の公共建築物における木造・木質化を促進
・手引書や事例集を作成し、市町村営繕部局等に配布
・公共施設の木造・木質化に係る「相談窓口」を設置

利用推進

○県の整備する低層建築物においては、津波等の対策により木造化が
 困難な場合等を除き、全て木造化

○市町村に対し、木造建築物の設計等に係るノウハウを記載した手引書
 や事例集を作成するとともに、相談窓口を設置し、技術的支援を実施

〇県内外の民間非住宅建築物の木造・木質化への支援を実施

 公共建築物の木造化（小学校）      民間非住宅建築物（福祉施設）

＜ポイント＞

Â 公共事業における木材利用拡大のため、県庁内各部局で組織する「木の国プロジェクト」を設置

Â 「技術的な相談窓口」を設置するなど、市町村の木造建築物の設計・発注にむけた支援を実施

＜今後の展開＞

Â 県が整備する公共建築物や公共土木工事における木材利用を推進するとともに、民間建築物全体における
木造化・木質化を積極的に推進し、紀州材の利用拡大を図る

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

取 組

和歌山県

44



鳥取県内の公共建築物の整備における県産材活用の事例

宣言項目：１

県産材活用の基本方針と整備事例

＜ポイント＞

Â 『公共建築のための鳥取県産材活用推進プログラム』において、県産材を活用した公共建築物の整備を推進

Â 木造化・県産材活用の推進による自然環境保全機能の確保、木質資源を活かした地域経済の活性化を推進

＜今後の展開＞

Â 今後も公共建築物の構造や内装に県産材をはじめとした木材を率先して利用し、県産材のさらなる需要拡大
を図る

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

鳥取県は、次に掲げる基本方針に基づき、鳥取県産材の活用
を基本とした公共建築の整備を推進し、県産材の魅力と活用方
法の情報発信に取り組みますƳ

フリースペースを多く設けた開放的な大屋根のある建築
の下、人々が集い・楽しみ・交流する拠点となる「未来を
『つくる』美術館」として、鳥取県が県中央の倉吉市に整備。
令和7年3月に開館。天井、フローリング、家具等に県産材、
県産CLTを使用。

「鳥取県立美術館」

▼県産材使用プレート
県産材を利用した施設や新たに建設する施設
に県産材を使用した部位等を表示し、県民の
方々に県産材に関心を持っていただくようＰＲ。

基本方針

【公共建築整備基本方針】
¸使用する木材は原則として全て県産材とします。
¸建物は主要構造部を木造とすることを基本とします。
¸建物の内外装材、家具等に積極的に県産材を使用し、
県産材の特性や魅力を発信します。

¸木造建物の長寿命化を目指します。 とっとり出合いの森

「風をあつめる東屋」
整備事例Ḻ公園施設ḻ

森林公園とっとり出合い
の森（鳥取市）に整備。屋
根板、天井、壁柱に県産
CLTを使用し鳥取県が整
備。壁柱にはCLT板をそ
のまま利用するなど、CLT
構造を全面的にアピール
できるデザインとしている。

山陰道や国道313号北条ジャンク
ション開通に合わせて、北栄町が道
の駅を再整備。南エリアの駅舎は、
木造を主構造としており、北栄町産
を含む鳥取県産のスギ製材やLVLを
使用。令和7年4月に道の駅「ほうじょ
う」としてオープン。「ウッドデザイン
賞2025」を受賞。

整備事例Ḻ美術館ḻ

道の駅「ほうじょう」

整備事例Ḻ道の駅ḻ

令和8年1月28日に知事から「『森の国・
木の街』づくり宣言」を表明。
合わせて、県として非住宅建築物の木
造化推進など「木造化推進・木材利用加
速化プロジェクト」の推進に取り組んでいく
ことを表明。

▼とっとり「森の国・木の街」づくり宣言

鳥取県
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民間施設の木造化・内外装木質化や「とっとり木のおもちゃ」の貸出による県産材の利用推進

宣言項目：５・６

46

0.27

非住宅木材活用推進事業

＜ポイント＞

Â 民間企業等の非住宅建築物の木造化・内外装木質化を支援し県産材利用を促進

Â 県産材を使用して製作した「とっとり木のおもちゃ」を保育施設等に貸し出すことにより、木育を推進

＜今後の展開＞

Â 非住宅における木造化・内装木質化への支援を通じて、県産材の需要創出、普及・啓発を図る
Â 「とっとりカーボンストレージ認証」を推進し、企業の県産材利用による脱炭素への貢献意識・意欲を高める
Â 木育の全県展開に向けた取組を推進する

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

とっとり木のおもちゃ貸出事業

◆ 非住宅木造建築拡大推進事業
県産材（製材品、CLT等）を優先利用した非住宅の木造化・内外装木質化を支援し、
県産材の利用促進を図る。
Å木造化（構造材に県産材10m3以上）…4.5万円/m 3（CLT：3万円/m 3上乗せ）、上限135万円※

※延床面積200m2以上等要件を満たす場合は上限450万円（R8拡充）
Å内外装木質化等 …事業費を1/3補助（木育スペース設置1/2補助）、事業費上限：200万円

◆ とっとりカーボンストレージ認証制度
県産材を利用した非住宅建築物のCO２固定量を算定し、企業の取組を顕彰する。
 ⇒令和8年3月時点で24件、計240.7ｔ- CO２を認証

＜事業内容＞
子どもたちが木を身近に感じ、親しむ機会を設けることで、
豊かな心を育むとともに、県産材の一層の利用を推進するた
め、県産材等で制作した「木のおもちゃ」の貸出を行う。

＜貸出対象者 ＞
・保育園、幼稚園、子育て支援センター等の保育施設 
・子育て、森林・林業・木材関連イベントを実施する団体等 

＜貸出期間＞ 原則２週間 ＜貸出料＞ 無料

就労支援作業施設における木造化
「とっとり木のおもちゃ」

福祉施設の内外装木質化 診療所の木造化
カーボンストレージ
認証書の授与

鳥取県
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木造建築物への県産木材利用促進に対する支援

宣言項目：９

47

令和２年度、県産木材を積極的に活用する県内外の建築士・工務店を

認定し、県産木材活用を一層促進・支援する制度を創設

「しまねの木」活用建築士・工務店認定制度を創設

【住宅・非住宅建築支援】

〇県産木材利用を促進するため、令和８年度から以下の取組を強化

・非住宅建築物では、補助対象（「新築のみ」）に「増改築」及び「木質化

等」を追加

・新築の場合の支援対象となる使用量の下限を10㎥から5㎥に引き下げ

（支援内容）

・県産木材の使用量に応じて支援金を増加

（例）【非住宅（新築・増改築）】5㎥以上～ 11㎥未満 5～10万円/戸

70㎥以上                   100万円/戸 など

  【内装木質化支援（非住宅）】 経費の1/3以内

【非住宅建築物設計支援】

・モデル的な非住宅建築物を設計・監理する認定建築士へ支援

（支援内容）

・一棟あたり木工事費の8.75%以内を補助

＜ポイント＞
Â 県産木材を積極的に活用する工務店及び建築士を認定・支援する制度を創設
Â 木造建築物に県産木材を利用した場合、使用量に応じた支援強化を実施

＜今後の展開＞

Â 川上では製材用原木の安定供給体制整備、川下では製材工場の新設・規模拡大対策に取り組むとともに、
木造建築需要に対し、県産木材を安定的に供給できるよう、建築士・工務店と製材工場のグループ化や、民
間非住宅建築物の木造化に向けた関係者間の連携を強化

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

県産木材の使用量に応じた民間建築物への支援

【製材工場交えたグループ化を促進】

・工務店等の認定にあたっては、県産木材の安定的な供給・活用に

つながる製材工場とのグループ化、木材利用に関する講習会の

受講等一定の要件を設定。

【認定状況】

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 累計

活用建築士 １３７ ２９ ２２ １０ １７ １６ ２３１

活用工務店 ４９ １１ ２２ １０ ２１ １５ １２８

島根県
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非住宅建築物や民間建築物での県産材の利用促進

宣言項目：３・４・７

48

県産材を使用した木造・木質化等の推進

＜ポイント＞

Â 県産材の活用が進んでいない非住宅分野や中大規模建築物での利用促進に向けた支援

Â 民間事業者等と連携した民間建築物での県産材の利用促進

＜今後の展開＞
Â 木材関係や建築関係団体等と連携してさらなる県産材の需要拡大を推進

Â 建築物一般へのＣＬＴを含めた県産材の利用促進に取り組むとともにサプライチェーンの構築等を支援

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

・ポイントを記載してください
・どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

公共建築物での利用促進

○木とふれあい木の良さを実感する機会を幅広く提供
 ○木材の特性や利用促進の意義について効果的な理解の醸成
 ○中大規模建築物へのCLTを含めた県産材の需要拡大

ＰＲ効果の高い施設での  
県産材利用を支援

中大規模建築物での
県産材利用を支援

木づかい脱炭素化促進事業

民間建築物での利用促進

木造建築物の設計施工に係る人材
育成、普及活動等を推進

市町村等が木
材利用に取り
組みやすい体
制の整備 

相談窓口の設置 木造建築普及セミナー

〈県建築士会と締結〉

〈ライフデザイン・カバヤ、県木材組合連合会と締結〉

建
築
物
木
材
利
用
促
進
協
定

木造中高層建築物での県産材の積
極的活用等を推進

県
建
築
士
会
と
連
携

岡山県
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住宅分野以外の建築物における県産材利用の促進

宣言項目：７

49

木造設計に精通した人材の育成

＜ポイント＞

Â 木造設計に精通した建築士を育成するため、県内の建築士を対象とした木造建築セミナー等を開催し、
修了した建築士等で構成された「ひろしま木造建築協議会」により、継続研鑽及び木造化に取り組む

＜今後の展開＞

Â 建築士の木材利用に対する意欲を高めるため、木造・木質化した住宅以外の建築物を表彰

Â 建築事務所が県産材等を過半数利用した設計に対して、設計費を支援

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

・ポイントを記載してください
・どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

令和３年度から、木造設計に興味のある建築士や、学習機会の

少ない建築系学生を対象に、木造に関する知識・技術を習得

できる講座を開催

【木造建築セミナー】

  内容：木構造計画、防耐火計画、

現場実習、木材試験など

対象者：県内の建築士

参加者：123名（R３～７年度）

【木造建築スクール】（学生向け）

  内容：森林・林業の概要、木材の

 性質、製作実習など

対象者：県内の建築系学生

      参加者：152名（R３～７年度）

木造建築セミナー（現地実習）

木造建築スクール（成果発表）

【ひろしま木造建築協議会】

・木造建築セミナーを修了した建築士等で構成

・技術研修会や現地見学会を定期的に開催し、住宅以外の建築

物の木造化に取り組む。

・令和７年度には協議会会員が設計した西日本初の木造５階建

てビルが完成

完成した木造５階建てビル

広島県
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県産木材の需要拡大に向けた取組

宣言項目：６・７・９

50

川中・川下による需給調整体制の構築に向けた取組

＜ポイント＞

Â 川中・川下による需給調整体制の構築に向けた取組

Â 民間木造建築物への県産木材の利用促進に向けた取組

＜今後の展開＞

Â 県産木材の更なる需要拡大に向け、引き続き、需給調整体制の構築や木造建築に必要な人材の育成に取
り組む。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

木造建築物への県産木材の利用促進に向けた取組

【木造建築に必要な人材の育成】
木造建築の設計に係る高度な人材の育成に向けた研修を行い、ロン

  グスパンの無柱空間の平屋建て木造店舗のモデル設計を実施。
○やまぐちの木造建築設計者養成講座（全４日間）

【住宅・非住宅建築物への支援】
一定割合以上の県産木材を利用した住宅・非住宅建築物への補助
○補助額
住宅：250千円、非住宅：1,000千円（CLT利用は2,000千円）

【需給情報の共有化】
需給情報の共有化に向け、以下の取組を実施
○県内工務店の木材需要量の調査
○県内製材所の製材品供給リストの作成・公表

【研修会及び木製品の展示・交流会の開催】
製材所、建築士及び工務店等を対象に、建築物ＬＣＡについての
研修会と、県内製材所による木製品の展示・交流会を実施。

山口県
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県民総ぐるみの木づかい運動の展開

宣言項目：５

51

木づかい情報の発信

＜ポイント＞

■「徳島県県産材利用促進条例」に「木育」を明文化、県内の木育活動を推進

■「とくしま木材利用指針」及び「建築物木材利用促進協定」により全ての建築物での県産材利用を促進

＜今後の展開＞

Â 「徳島木のおもちゃ美術館」を核とし、「とくしま木育ガイドブック」を用いた木育活動の全県展開

Â 公共・民間建築物への県産材利用促進（県関係機関、市町村への普及啓発、木質化等に取り組んだ店舗等をPR）

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

木造・木質化の推進

【木育活動の推進】
 ○「徳島木のおもちゃ美術館」
既存施設（S造地上1F、地下1F ：約1,600㎡）を

  木質化により改装（木材使用量：約120m3）

【ひとづくりの取組】
○「おもちゃ学芸員」の養成（Ｒ２～）295名養成
・木のおもちゃと遊びで徳島県の魅力を伝えるボランティアスタッフ

「木のおもちゃ美術館」の主なブース
・赤ちゃんと保護者がゆっくりくつろげる

「木育ひろば」
・家族で木工体験が楽しめる「木育こうぼう」
・最新の映像技術を駆使した
林業が体験できる「ごっこフォレスト」
・木の文化を伝承する「遊山箱」「農村舞台」

・香川県、大倉工業（株）、ナイス（株）との４者協定締結
徳島県、香川県産材集成材の製造・利用を明記
（ナイス（株）集成材原板工場Ｒ７．４本格稼働）

【公共・民間建築物の木造・木質化を推進】

・東建コーポレーション（株）、（株）ダイリＦＰＣ、
協和木材（株）、農林水産省の４者協定締結
国産２×４部材供給及び住宅建築での利用を明記
（（株）ダイリＦＰＣ２×４部材工場Ｒ７．４本格稼働）

・（株）阿波銀行と店舗の木造化・木質化を明記した
協定締結 Ｒ７に木造店舗の建築に着手
（Ｒ８．４構造見学会実施）

○建築物木材利用促進協定
民間建築分野における県産材利用促進

【ひとづくりの取組】
○「」（県内建築設計関連団体）を支援
・中大規模木造建築物の

○「第７回徳島木育サミット」開催（R８．２）
「四国の木育×徳島の木の力」
をテーマに木育の取組を発信

○「移動おもちゃ美術館」の実施（Ｒ７．１１）
地域において木とふれあう機会を創出

○「とくしま木づかい県民会議」の活動
林業・木材団体、行政等、会員（１２３団体）
による「県民総ぐるみ」の木づかい活動
・「とくしま木づかいフェア」の開催（Ｒ７．１0）
・「木づかいアワード（顕彰）」

○「あらわし木造４階建て県営住宅」 
・県内事業者が主体的に関わる「ＰＦＩ事業」
２０１９年の法改正により日本で初めて実現

徳島県
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非住宅建築への県産木材利用促進の取組み

宣言項目：６・７

52

木とふれあう空間整備支援事業（非住宅建築への支援）

＜ポイント＞

Â 民間建築物での県産木材利用促進のため、民間事業者によるＰＲ効果の高い施設の木造化・木質化を支援
Â 建築士や建築士を目指す学生に対する木づかい技術者育成研修会を開催

＜今後の展開＞

Â ＰＲ効果の高い施設の木造化、木質化により、民間建築物での県産木材の利用促進を図るとともに、技術者
育成により非住宅建築物等における県産木材の需要拡大に努める

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

・ポイントを記載してください
・どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

木づかい技術者育成研修会

〇 ＰＲ効果の高い民間公的スペース※ の県産木材を利用した木造化、
木質化を支援 （※ 病院、店舗、飲食店、銀行、観光施設、式場など
不特定多数の者が集まる空間）

〇 支援施設については、視察や研修会の会場利用や、広報誌等で紹
介する等、県産木材の普及啓発に活用

事業採択施設（ ↄ） 事業採択施設（フリースクール）

〇 県産木材利用への理解醸成を図るため、建築士や建築士を目指す学
生を対象とした研修会を開催

＜令和７年度実績＞
森林資源の循環利用、木材の特性と利用に関する学生研修（全２回）
（対象）県立高等学校建築科学生、受講者数60人
県産木材利用促進研修
（対象）建築関係事業者等、受講者数54人

集成材工場見学（建築関係事業者対象）森林施業体験（高校生対象）

香川県
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民間事業者等によるCLT等県産材の利用促進に向けた取組

宣言項目：６・７

53

民間建築物木材利用支援事業

＜ポイント＞

Â 民間事業者等と建築物木材利用促進協定を締結し、店舗や事務所等の木造化・木質化を支援

Â 体験型セミナーの開催や課題解消のための相談窓口の設置等により設計技術者を育成

＜今後の展開＞

Â 非住宅分野における県産材利用の一層の推進

Â 設計技術者の育成を通じたCLTの普及・一般化による需要拡大

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

・ポイントを記載してください
・どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

ＣＬＴ建築物の普及促進

〇建築物木材利用促進協定の締結
木材の利用の促進に関する構想に、自社店舗・事務所等の整備へ
の県産材の積極的な利用や、木材の良さのPRについて記載。
締結実績：５件（R8.4現在）

〇民間建築物木材利用支援事業の活用
愛媛県又は国との協定締結者を対象として、事務所や店舗など住居
以外の目的で建設される民間建築物の木造化・内装木質化に要する
経費を支援。

伊予銀行波止浜支店（R7年度補助対象）

ヒノキルーバー 屋根裏表し

〇CLT建築物普及促進事業
・設計や建築に携わる実務者等を対象とした体験型セミナーの開催
・CLT建築物の設計課題解消に向けた、高度な技術的助言を行う相談
  窓口の設置や非住宅建築物等に精通した専門家の派遣

〇CLT建築物支援事業
・設計支援 CLT建築物の設計に要する経費を支援
・建設支援 CLTを構造部材等として利用した建築物の建設に要する

経費を支援

体験型セミナーの開催

愛媛県
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◇経過
・令和元年度からNPO法人team Timberizeと県内関係者による「高知
都市木造ワーキング」で協議を重ね、試設計及び接合試験等を経て、
標準タイプの門型ラーメンフレームによる「高知モデル」を構築
・高知県産スギ・ヒノキを使用した強固な木造フレームで中層建築物
（３、４階建て）の普及型木造ビルを提案

◇高知モデル（コレモク
※
）第２号「リヴォートビル」の完成

・令和８年２月完成
・官主導によるスタートから民間自走へ展開

※コレモク：コレからの木造建築、コレぞ！木造建築として民間の会社が
設計提案・コーディネートを実施

県産材を活用した非住宅木造建築物の推進

宣言項目：６

54

◇ねらい
・脱炭素社会の実現に向け、ＣＯ２を炭素として貯蔵する木材の利用
を進めるため、環境価値の高い木造建築物を高知県環境不動産と
して認定し、税制面又は都市計画面を優遇することで、木造・木質
化を促進する

◇対象
・木造化・木質化された非住宅建築物や４階建て以上の中高層住宅
であって、次の要件を満たすもの
①延べ床面積が300平方メートル以上
②延べ床面積１平方メートル当たりの木材使用量が0.15立方メート
ル以上
③県産木材の使用率が60パーセント以上

◇認定方法等
・県が独自に定めた木材利用の基準に加えて、ＣＡＳＢＥＥ－建築（新
築）において一定の評価を受けたもの、または、ＺＥＢ、ＺＥＨ－Ｍの
認証を受けたものを高知県環境不動産として認定
・認定された環境不動産のうち、さらに高い基準を満たしたものは、不
動産取得税の免除や容積率の緩和といった優遇措置を適用

◇認定実績
・３棟（令和７年度末累計）

◇令和５年４月１日から運用開始0.27

「高知県環境不動産」の認定及び木造建築の推進

＜ポイント＞

Â 環境価値の高い木造・木質化された建築物を「高知県環境不動産」として認定し、木造・木質化を促進

Â 設計提案から木材供給までをパッケージにした普及型木造ビル「高知モデル」を構築し、都市木造を推進

＜今後の展開＞

Â これまでの取組と併せ高知県環境不動産の促進や普及型木造ビルの提案により、非住宅建築物のさらなる
木造・木質化及び都市木造を推進

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

「高知モデル」の構築による都市木造の推進

コレモク２号物件（内観）

リヴォートビル（内観）

高知モデル第２号物件「リヴォートビル」
高知県環境不動産第２号認定

高知県
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¸ＣＬＴへの県産木材の利用拡大に向け、供給と出口の両面から取組を実施
（R6～8）

【供給対策】県産木材を使用したＣＬＴサプライチェーンの構築

【出口対策】 「福岡県木造建築フォーラム2026」の開催

県産木材の利用拡大に向けた取組

宣言項目：６・７・９

55

¸ 非住宅建築物における木造設計の経費を支援

[ ] ⁸

[ ] ─

[   ] 1/2 5,000 /

＜ポイント＞

Â 都市部の中高層建築物で需要が見込まれるＣＬＴへの県産木材の利用を拡大

Â 非住宅木造建築物の設計支援により、建築物の木造化を推進

＜今後の展開＞

Â ＣＬＴを県産木材の新たな需要先として獲得していくため、供給と出口の両面の取組を継続

Â 引き続き、非住宅建築物における木材利用を推進

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

非住宅建築物の木造化を推進ＣＬＴへの県産木材の利用を拡大
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ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修会

0.27

非住宅建築物における県産木材の利用拡大

宣言項目：６・７

56

＜今後の展開＞

Â 建築士や木材供給者等を中心とした「さがの木の建築推進協議会」により、非住宅建築物における木造・木
質化を推進するための相談窓口を継続して設置。相談対応に取り組むことや、補助事業により、建築物の木
造・木質化を図り、木材の利用拡大を推進する。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

展示効果の高い施設の木質化補助

Â 建築士や木材供給者等を中心とした「さがの木の建築推進協議会」を設立し、木造・木質化を推進

Â 展示効果の高い施設の木質化補助により、民間施設の木造・木質化を推進

○ さがの木の建築推進協議会（令和4年～）
会 員：建築士や木材供給者等
取 組
・ 木造・木質化推進のための相談窓口設置（令和5年～）
・ 会員のスキルアップ研修会（令和7年5月、11月、令和8年2月）

相談窓口 パンフレット

「さがの木の建築推進協議会」

○ 展示効果の高い施設における木質化の補助
対 象：県内に主たる事業所を有する者
実 績：令和６年度 ２施設（銀行、店舗）

令和７年度  ３施設（宿泊施設、店舗）

令和７年度補助施設令和６年度補助施設

佐賀県
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・これまで木材を使用していない民間の教育・保育スペース、店
舗等における木質化及び木製品の導入を支援
・補助率は１/２以内とし、県産木材の使用率を木材使用量の
80％以上とすることを条件としている

・令和６年度実績 ３件（木製品３件）
・令和７年度実績 ６件（木質化２件、木製品４件）

 学童施設 木質化 保育施設 木製品導入

非住宅建築物における木材の需要拡大

宣言項目：６・７

57

・施主の要望に応じ、施設の木造・木質化を行う指導者（木
造・木質化アドバイザー）を派遣

・公共施設や民間商業施設等の非住宅建築物における木材
利用を促進するために、施主、建築士及び施工業者等を対象
としたセミナーを開催

・県木材組合連合会、県建築士事務所協会等で構成する「な
がさ木木造・木質化推進協議会」を設立

セミナー開催 「ながさ木木造・木質化推進協議会」設立

木造・木質化の設計・施工技術者育成と普及

＜ポイント＞

Â 木造・木質化に対する正しい知識の普及や技術支援を行うためセミナーの開催や、施主へ木造・木質化アド
バイザーを派遣し、木材利用のアドバイスなどを支援

Â 県産木材の利用を促進するため、民間施設における木質化及び木製品の導入を支援

＜今後の展開＞
Â 令和８年度以降も引き続き技術者の育成を推進し、非住宅建築物でのより一層の木造・木質化を促進する
Â  「ながさ木木造・木質化推進協議会」を通じて、関係機関が連携し、県産木材の需要拡大を図る

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

県産木材による木質化及び木製品導入の支援

長崎県
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脱炭素社会への貢献を『見える化』することによる民間建築物での木材利用の促進

宣言項目：６

建築物に使用された県産木材について、県が、国のガイドラインに基づき、
炭素貯蔵量を算出し、建築物の施主や工務店等に認証書を交付、公表。さら
に、認証を受けた企業を「デカボナ木業（きぎょう）」と称しＰＲ。

＜ポイント＞

Â 木材の炭素貯蔵量を『見える化』する「くまもと県産木材炭素貯蔵量認証制度」を創設

Â 制度を通じ、脱炭素に貢献した企業等のPRや民間建築物の木造化・木質化を促進

＜今後の展開＞

Â 認証制度の普及による、県産木材の利用拡大と脱炭素社会の実現に向けた取組みの推進

Â 中大規模木造建築物の設計に対する支援事業の創設や、製材所のJAS取得・維持に係る継続的な支援、
JAS材の普及啓発による民間の非住宅建築物における木材利用の促進

制度概要

【認証施設（木造事務所）】
ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでくだい

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

認証実績

ⱶכ◐☻
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２．デカボナ木業（きぎょう）

「デカボナ」は、英語で脱炭素を表す「Decarbonization
（デカボナイゼーション）」を略したもの。木業（きぎょう）は、
カンパニーとしての「企業」に、の「木（もく）」を充てた
造語であり、木材を使用することで、脱炭素社会の実現に
貢献する企業を表す。

♦◌Ⱳ♫ ꜡◗ⱴ３◒כ．制度の特徴
（1）認証を受けた企業等は県HP等でPRされる等、企業イメージ向上につながる
（2）認証した炭素貯蔵量は、熊本県地球温暖化防止に関する条例のオフセットに
活用可能

（3）熊本県SDGs登録制度の取り組み実績として活用可能

令和8年（2026年）3月末時点で、6つの企業に対し、「デカボナ木業（きぎょ
う）」として、363トンの炭素貯蔵量（一世帯当たりのCO2排出量約98年分に相
当）を認証。

t - CO2 ₒ ─ ₓ

√╡─CO2

♁ⱨ♩◦fi◒ 22.73 22.51 13.9 13.8 4

( ) 250.37 249.84 181.7 181.2 49

71.65 66.90 45.1 41.2 12

95.80 95.80 58.1 58.1 16

16.23 9.09 11.4 5.7 3

86.34 86.34 52.5 52.5 14

543.11 530.48 362.7 352.5 98

令和7年（2025年）11月には、「くまもと森林フェスティバル」において認証書
交付式を開催し、木製認証書を交付。

【認証書交付式】

熊本県
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非住宅建築物における地域材利用の促進

宣言項目：６・７

59

建築物木材利用促進協定を締結した事業者への木造化・木質化支援

＜ポイント＞

Â 非住宅建築物の木造化に取り組む建築士等を対象とした相談窓口設置（木材利用アドバイザー）

Â 建築物木材利用促進協定を締結した事業者が整備するPR効果が高い建築物の木造化・木質化支援

＜今後の展開＞

Â 木材利用アドバイザーの活用や建築物木材利用促進協定の締結により、非住宅建築物における地域材利
用を促進

・文字はMSPゴシック12ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最大２つとさせていただきます。

どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

非住宅建築物の木造化に向けた建築士等への支援

非住宅建築物地域材利用促進事業

（事業内容）

地域材を使用し、施設の木造化及び木質化を行う施設整備に対する助
成

（補助対象者）
県と建築物木材利用促進協定を締結した事業者

（補助対象経費・補助率）
木造化及び木質化に要する経費（資材費、労務費及び諸経費を含む）
の１／２以内

木材利用アドバイザーの設置

（補助対象施設の要件）
・県内に所在する施設であること。
・ＰＲ効果が高い施設であること。

・補助対象施設に、事業名と地域材を使用して整備したことを施設利用者
等に対して明示するための表示板等を設置すること。
・補助対象とする部分に使用する木材使用量（材積）の70%以上が地域材
であること。等

（事業実績）

（事業内容）

非住宅建築物の木造化に取り組む建築士等の相談窓口を大分県木材
協同組合連合会に設置し、木材調達や木構造設計支援に対応。
（R7年度相談対応実績：53回）

（R4：金融機関の内装木質化） （R7：イオンモール「もくいくひろば」）

大分県
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木づかい運動の推進

宣言項目：５

60

□ みやざき木づかい県民会議総会

【木づかい推進感謝状の贈呈】 【「森の国・木の街」づくり宣言】

みやざき木づかい活動推進事業

【木育マイスターの活動】 【木育リーダー研修】

＜ポイント＞

Â 「みやざき木づかい県民会議」を中心とした県民への普及啓発など、脱炭素社会の実現に向けた取組を推進

Â 子どもから大人まで、広く県民を対象にした木材の良さや使うことの意義を学ぶ機会の創出を推進

＜今後の展開＞
Â 都市（まち）の木造化推進法で法定化された１０月の「木材利用促進月間」における集中的な普及啓発活動
の展開

Â 木育活動を着実に推進するための人材育成も含めた推進体制の構築や木育の教材開発

県産材の利用拡大や普及PR等に顕著な功績があった企
業・団体等への感謝状の贈呈、木づかい事例の発表、イ
ンターネットによる情報発信等の実施、「森の国・木の街」
づくり宣言への参画を表明

・ポイントを記載してください
・どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたします

どうしても難しい場合は文字を小さくすることも可能ですが、
見やすい大きさで記載いただきますよう、お願いいたしますここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

木育活動支援事業
地域における木育活動の中核となる「木育リーダー」や
「木育地域サポーター」を育成する研修に加え、県内複
数地域で木育プログラムの普及等を担う「木育マイス
ター」の活動支援や、木育教材・道具の使い方リーフレッ
ト制作を実施

みやざき木育推進事業

宮崎県
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かごしま材の利用拡大に向けた取組

宣言項目：６・７

61

建築物等への木材の利用促進

＜ポイント＞

Â かごしま材利用建築物コンクールを開催し，ＰＲ効果の高い木造建築物などの表彰により、更なる木材利用を促進

Â 設計技術者が非住宅建築物等の木造化・木質化に取り組みやすい環境を整備

＜今後の展開＞

Â 木の良さ等のPRや、設計技術者、木材加工事業者等が設計・施工のノウハウを相互に取得しやすいネット
ワークを構築することにより、非住宅建築物の木造化・木質化を推進

・文字はMSPゴシック12
ポイントでお願いします
・適宜写真や図を挿入
する等、分かりやすさ
にご配慮ください
・取組項目につきまして
は最大２つとさせてい
ただきます。

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

かごしまＪＡＳ材の需要拡大

◇ かごしま材利用建築物コンクールの開催
 ・ 都市の木造化推進法及び県建築物等木材利用促進方針に基づき、
かごしま材を利用した優良な建築物のコンクールを実施

 ・    ①木造又は木造との混構造、②内装木質化の２部門で表彰を行い、
県HPで公開するとともに、受賞建築物の事例集を発行

◇ 「非住宅木造建築の手引き」の作成
 ・ 設計技術者が木造建築物を整備する際の基本的な工程や設計の
ポイント、かごしま材の品質・性能や調達に関する情報などをとりまと
め、県HPで公開

最優秀賞（部門①）：小浜ヴィレッジ最優秀賞（部門②）：姶良市役所 （手引き→）

鹿児島県
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おきなわ木づかい推進事業

宣言項目：５・９
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＜ポイント＞

Â 県内だけでなく、県外でも沖縄県産木材や沖縄の森林・林業のPRを行った。

Â 離島である八重山地域における木材流通体制の強化を行った。

＜今後の展開＞
Â 県内外での普及啓発及び販促イベントを開催する等、沖縄県産木材や森林・林業についての普及活動を継続する。

Â 安定的な木材の流通に向け、沖縄県内の流通体制の強化のための事業を継続する。

・文字はMSPゴシック12ポイン
トでお願いします
・適宜写真や図を挿入する等、
分かりやすさにご配慮ください
・取組項目につきましては最
大２つとさせていただきます。

どうしても難しい場合は文字を小さくす
ることも可能ですが、見やすい大きさ
で記載いただきますよう、お願いいた
します

ここの高さを変えないでください

ここの高さを変えないでください

テキストボックスの色を
変えないようにしてください。

令和７年８月に千葉県で開催された第61回JAPAN DIY 
HOMECENTER SHOW 2025に出展し、沖縄県産木材（木工製品等）や沖
縄県の森林・林業の普及啓発を行った。

【ブース内容】
・沖縄県産木工製品の展示
・沖縄県産木材や沖縄の森林・林業
に関するパネルの展示
・沖縄県産木製玩具ブースの設置

【関連業務】
・SNSでのブース紹介、及び、イベ
ント報告

木材利用普及啓発

沖縄県産木工製品の展示

沖縄県産木材を円滑に流通させることを目的に、県内の需給量調整、
及び、県内の需給量を踏まえた上での木材流通体制検討のための課題
の取りまとめを行った。
八重山地域においても持続可能な森林資源の循環利用の実現および
県営林における適切な森林管理を図るため、八重山地域材の生産・流
通体制構築、及び、地域材利用推進に向けた製品製作を行った。

木材流通体制の強化

八重山県営林（伐採地）収穫伐採の様子

沖縄県
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